
尼崎市認知症カフェ運営助成事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、認知症の

人、その家族、地域住民及び医療や介護の専門職等誰もが気楽に参加できる認知症カフェ（以下、

「カフェ」という。）の運営について助成を行うことに関する必要な事項を定めるものとする。 

（助成要件） 

第２条 カフェは次の各号に掲げる要件を全て満たすものとする。 

⑴ 開催する場所は、尼崎市内で公共交通機関等を利用して容易に参加しやすく、概ね 10 人以上が

参加できる広さを有すること。ただし、市長が不適当と認める場所での開催は認めない。 

⑵ 開催は、2か月に 1回以上の頻度で定期的に原則 1年以上継続して開催し、1回あたりの開催時

間は 1時間半以上とする。また、日時や曜日を固定する等、利用者が参加しやすいように努めるこ

と。 

⑶ カフェのスタッフは、医療・介護の専門職や認知症サポーター養成講座受講者等の認知症に関す

る知識を有する者が 1人以上参加し、認知症の人やその家族からの相談に対応できる体制を整え、

相談を傾聴し適切な支援先につなぐ等寄り添った対応を行うこと。 

⑷ カフェの運営は、地域包括支援センターや認知症地域支援推進員、地域のボランティアや民生児

童委員等の地域の協力者と連携を図ること。 

⑸ カフェは、認知症の人やその家族等が、気軽に集い交流できる場とし、地域や会員等を限定する

ことなく、誰でも参加できる地域に開かれたカフェになるよう工夫する。また、開催日は入り口に

看板を置く等開催を周知すること。 

⑹ カフェの代表者は、開催日や開催場所等の情報を市のホームページや広報誌等に掲載し、広く周

知に努めること。 

⑺ カフェの代表者は、必要に応じて尼崎市認知症施策推進会議等において活動内容等を報告するこ

と。 

⑻ カフェは、地域の高齢者ふれあいサロンやつどい場等から認知症に関する相談を受ける等地域の

認知症対応等に関する拠点機能となるよう努めること。 

⑼ カフェでは、認知症の人が自分の特技を生かし、会場の設営やカフェの運営等、役割を持ち、楽

しくカフェに参加できるよう配慮すること。 

⑽ カフェに関わる人は、参加者のプライバシーを尊重し、個人情報の保護に努めるとともに、知り

得た情報を開示又は漏洩してはならない。 

（禁止事項について） 

第３条 カフェは次の各号に掲げる行為を禁止する。 

⑴ 営利を目的とすること 

⑵ 宗教的または政治的なこと 

⑶ 法令および公序良欲に反すること 

⑷ 暴力団または暴力団員の統制下にあること 



(助成対象経費) 

第４条 助成金の交付の対象となる費用（以下「助成対象経費」という。）は、次の各号に掲げるも 

のとする。 

⑴ 報償費（講師謝礼等） 

⑵ 需用費（消耗品、印刷製本等） 

⑶ 役務費（通信運搬費、保険料等） 

⑷ 使用料及び賃借料 

⑸ その他市長が必要と認めた経費 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する経費は、助成対象経費としない。 

⑴ カフェの代表者やスタッフに支払う報償費 

⑵ カフェの代表者やスタッフ等の特定の個人が所有し、占有するための物品等に要する費用 

⑶ 助成対象経費と識別することが困難な費用 

（助成金の限度額） 

第５条 助成金の限度額は、カフェ開催 1回あたり 9千円とし、1年度につき 5万円を予算の範囲内に

おいて交付するとともに、1年度 1回限りの申請とする。 

（助成金の交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、尼崎市認知症カフェ運営助

成金交付申請書（様式第 1号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 

⑴ 尼崎市認知症カフェ実施計画書（様式第 2号） 

⑵ 尼崎市認知症カフェ収支予算書（様式第 3号） 

⑶ 尼崎市認知症カフェの概要（様式第 4号） 

（助成金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請を受け付けた場合は、その内容を審査の上、助成金の交付の可否を決定

し、尼崎市認知症カフェ運営助成金交付(不交付)決定通知書（様式第 5号）により、申請者に通知す

るものとする。 

（申請内容の変更等） 

第８条 助成金の交付決定を受けた申請者（以下、「決定者」という。）は、前条の申請内容を変更する

場合（軽微な変更を除く。）、または申請内容を中止及び廃止しようとする場合は、尼崎市認知症カフ

ェ運営助成金変更承認申請書（様式第 6号）に変更内容が分かる書類を添えて、市長に提出し、その

承認を受けなければならない。 

（変更の承認） 

第９条 市長は、前条の申請があった場合は、その内容を審査の上、変更等の可否を決定し、尼崎市認

知症カフェ運営助成金変更承認(不承認)決定通知書（様式第 7号）により、決定者に通知するものと

する。 



（実施報告） 

第１０条 決定者は、実施結果について尼崎市認知症カフェ運営実施報告書（様式第 8号）により当該

年度の助成対象事業終了後原則 14日以内に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出するものと

する。 

⑴ 尼崎市認知症カフェ収支決算書（様式第 9号） 

⑵ 助成対象経費に係る領収書等 

（助成金の交付額の確定） 

第１１条 市長は、前条の実施報告書の提出を受けたとき、その内容を審査の上、交付の額を確定し、

尼崎市認知症カフェ助成金交付額確定通知書（様式第 10 号）を決定者に通知するものとする。 

（助成金の請求及び交付） 

第１２条 前条の通知を受けた決定者は、尼崎市認知症カフェ運営助成金交付請求書（兼受領委任状）

（様式第 11 号）を市長へ提出するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかに助成金を交付するものとする。 

（助成金の交付決定の取消、返還） 

第１３条 市長は、偽りその他不正の手段によって交付決定をうけた者があると認めるときは、当該交

付決定を取り消すことができる。この場合において、既に支払い済みの助成金があるときは、市長

は、期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずることができるものとする。 

（実施の細則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施について必要な事項は、主管課長が定める。 

 付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


